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東秩父村新庁舎建設設計・監理業務委託に関する 

公募型プロポーザル 
 

記入要領・様式集 
 

 

１ 記入要領 

  一次審査 

２ 参加表明書(様式１) 

３ 設計事務所の概要(様式２)   

４ 業務実績(様式３) 

Ａ 庁舎・事務所実績 

Ｂ 耐震建築物実績 

５ 各技術者の経歴等(様式４) 

Ａ 管理技術者 

Ｂ 建築(意匠)担当主任技術者 

Ｃ 建築(構造)担当主任技術者 

Ｄ 電気設備担当主任技術者 

Ｅ 機械設備担当主任技術者 

Ｆ 提出者が新たに追加する分担業務分野の主任技術者 

６ 協力事務所(様式５) 

７ 質問書(参加表明書等)(様式６) 

  二次審査 

８ 技術提案書(様式７) 

９ 設計工程計画(様式８) 

10 質問書(技術提案書等)(様式９) 
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東秩父村新庁舎建設設計・監理業務委託に関する 

公募型プロポーザル記入要領 

 

１ 参加表明書 様式１ 

(１)社印及び代表者印を押印すること。 

２ 設計事務所の概要 様式２ 

(１)参加表明書提出日現在、提出者の事務所に在籍する技術職員数を記入すること。 

３ 業務実績 様式３ 

記入例を参考にＡ庁舎・事務所、Ｂ耐震建築物の実績を記入すること。 

〔記入例〕 

業務名 ○○市新庁舎建設工事実施設計業務委託 

発注者 ○○市 

区分 同種 受注形態 単独 

用途 市役所庁舎 構造 ＲＣ造 

規模 地上〇階／地下〇階 延べ面積 １５,０００㎡ 

施設完成年月 ２０１８年１２月 設計完了年月 ２０１６年３月 

受賞歴 〇〇コンクール最優秀賞(２０１９年３月) 

特記事項 延べ面積は併設施設部分(児童館)を除く。  

(１)Ａ庁舎・事務所実績の記入について 

①同種の業務実績に認めるものは、平成 22 年４月１日から令和４年９月 30 日

までに、官公庁発注の延床面積 2,OOO㎡以上の庁舎整備に係る設計業務を元請

として業務完了した実績に限る。 

 ※庁舎とは、平成 21年国土交通省告示第 15号別添二第四号第２類の庁舎、第

十二号第２類の警察署又は消防署に分類される建物 

②類似の業務実績に認めるものは、平成 22 年４月１日から令和４年９月 30 日

までに、官公庁発注の延床面積 2,OOO㎡以上の平成 21年国土交通省告示第 15

号別添二第四号第２類（庁舎を除く。）、第十二号第１類に分類される建築物

の設計業務を元請として業務完了した実績に限る。 

※平成 21年国土交通省告示第 15号別添二第四号第 2類（庁舎を除く。）につ

いては、官公庁発注に限らず【類似の実績】として取り扱うこと。 

※設計業務とは、新築又は新築同等増築に係る基本設計又は実施設計業務と

するが、基本設計、実施設計及び監理業務を継続して請け負った場合には、全

体を一つの実績として取り扱うこと。 
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③区分欄は「同種」又は「類似」のいずれかを記入すること。 

④受賞歴欄は、公的団体の行う建築コンクール名、賞名及び受賞年月を記入す

ること。 

⑤庁舎・事務所実績は、〔表１〕の優先順位に従い、それぞれの分類の中で延べ

面積の大きいものから最大５件まで記入すること。なお、同種及び類似の業

務実績が合わせて５件に満たない場合は、その他実績があるものを自ら選び、

記入すること。 

〔表１〕 

優先順位 分類 

１ 同種かつ受賞歴のあるもの 

２ 同種かつ受賞歴のないもの 

３ 類似かつ受賞歴のあるもの 

４ 類似かつ受賞歴のないもの  

(２)Ｂ耐震建築物実績の記入について(実績がある場合に記入) 

①実績について１件記入したうえで、特記事項欄に新築又は改修のいずれかを 

付記すること。 

②耐震建築物の業務実績に認めるものは、平成 22年４月１日から令和４年９ 

月 30日に元請又は設計共同体の代表構成員として、日本国内で実施設計業 

務の契約履行が参加表明書提出日現在において完了した耐震構造の建築物 

とする。なお、延べ面積、建物の用途及び施設の完成は問わない。 

（３）添付資料 

①記入した業務実績については、ＰＵＢＤＩＳ(※)の写しを添付すること。 

ＰＵＢＤＩＳの登録がない場合は、当該契約書(鑑)の写し及び業務の完了 

が確認できる資料の写しを添付すること。ただし、業務の完了が確認でき 

る資料は、発注者が発行したものに限る。 

※ＰＵＢＤＩＳとは、(一社)公共建築協会の「公共建築設計者情報システム」 

のことをいう。 

②受賞歴については、受賞を確認できる資料の写しを添付すること。 

４ 各技術者の経歴等 様式４ 

(１)氏名等の記入について 

①参加表明書提出日現在の年令を記入すること。 

②所属企業欄は、各技術者(管理技術者及び建築(意匠)担当主任技術者を除く) 

 が協力事務所に所属する場合に記入すること。 

③各技術者の資格・資格登録番号欄は、次のとおり記入すること。 

・管理技術者は、一級建築士の資格 
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・建築(意匠)担当主任技術者は、一級建築士の資格 

・建築(構造)担当主任技術者は、構造設計一級建築士、一級建築士、二級建築 

士、木造建築士(上位順)の中から、上位の資格 

・電気設備担当主任技術者は、設備設計一級建築士、一級建築士、建築設備士、 

技術士、一級電気工事施工管理技士、二級電気工事施工管理技士(上位順)の 

中から、上位の資格。ただし、技術士については、機械部門(動力エネルギ 

ー)、電気電子部門(電気設備)のいずれかを取得している場合に限る。 

・機械設備担当主任技術者は、設備設計一級建築士、一級建築士、建築設備士、 

技術士、一級管工事施工管理技士、二級管工事施工管理技士(上位順)の中か 

ら、上位の資格。ただし、技術士については、機械部門(動力エネルギー、熱 

工学流体工学)、衛生工学部門(空気調和、建築環境)のいず れかを取得して 

いる場合に限る。 

④ＣＡＳＢＥＥ建築評価員の登録がある場合は、登録番号を記入すること。 

⑤実務経験年数欄は、各担当分野(管理技術者は当該職務)における累計の経験 

 年数を記入すること。 

⑥従事件数・完了予定件数欄は、参加表明書提出日現在で従事している設計業 

務及び監理業務の件数を記入すること。また、このうち令和５年６月 30日ま 

でに完了予定の件数も併せて記入すること。 

(２)業務実績の記入について 

①庁舎・事務所の業務実績は、様式３の庁舎・事務所実績(区分欄を除く)に 

 ならって各技術者最大３件まで記入し、必要な資料を添付すること。 

②区分欄は「同種」又は「類似」のいずれかを記入すること。 

同種・類似として認めるものは次のとおりとする。 

・同種の業務実績に認めるものは、平成 22年４月１日から令和４年９月 30日

までに、官公庁発注の延床面積 2,OOO㎡以上の庁舎整備に係る設計業務を元

請として業務完了した実績に限る。 

※庁舎とは、平成 21 年国土交通省告示第 15 号別添二第四号第２類の庁舎、

第十二号第２類の警察署又は消防署に分類される建物 

    ・類似の業務実績に認めるものは、平成 22年４月１日から令和４年９月 30日

までに、官公庁発注の延床面積 2,OOO ㎡以上の平成 21 年国土交通省告示第

15号別添二第四号第２類（庁舎を除く。）、第十二号第１類に分類される建

築物の設計業務を元請として業務完了した実績に限る。 

※平成 21年国土交通省告示第 15号別添二第四号第 2類（庁舎を除く。）に 

ついては、官公庁発注に限らず【類似の実績】として取り扱うこと。 

※設計業務とは、新築又は新築同等増築に係る基本設計又は実施設計業務と

するが、基本設計、実施設計及び監理業務を継続して請け負った場合には、

全体を一つの実績として取り扱うこと。 

③立場欄は、当該実績の役割(管理技術者、主任技術者、担当技術者)を記入す 
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 ること。 

④提出者が新たに追加する分担業務分野がある場合は、様式４「Ｆ 提出者が 

 新たに追加する分担業務分野の主任技術者」に記入すること。なお、資格欄 

については、当該業務分野に係る資格を１件記入すること。 

(３)添付資料について 

各技術者について、当該事務所等との雇用関係を証明する資料(健康保険証の 

写し等)及び記入した資格とＣＡＳＢＥＥ建築評価員を証する資料(資格者証 

の写し等)を添付すること。 

 

５ 協力事務所 様式５ 

(１)分担業務分野には、構造、積算、電気設備、機械設備又は提出者において 

新たに追加する分担業務分野を記入すること。 

 

６ 質問書(参加表明書等) 様式６ 

(１)質問がない場合は、質問書を提出する必要はない。 

(２)本様式はＡ４タテとし、質問事項欄が不足する場合には、適宜欄を挿入して記 

  入すること。 

(３)項目欄は、実施要領等の該当箇所(ページ及び項目)を記入すること。 

(４)電子メールの容量は、２ＭＢ以内とすること。 

 

７ 技術提案書 様式７ 

(１)社印及び代表者印を押印すること。 

 

８ 設計工程計画 様式８ 

(１)用紙のサイズは、Ａ３サイズ横長片面 1枚で印刷すること。 

 

９ 質問書(技術提案書等) 様式９ 

(１)質問がない場合は、質問書を提出する必要はない。 

(２)本様式はＡ４タテとし、質問事項欄が不足する場合には、適宜欄を挿入して記 

  入すること。 

(３)項目欄は、実施要領等の該当箇所(ページ及び項目)を記入すること。 

(４)電子メールの容量は、２ＭＢ以内とすること。 

 

１０ その他の注意事項 

(１)使用する言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時及び計量 

  法(平成４年法律第５１号)に定める単位とすること。 

(２)審査において、資料の誤りや不備等が発覚した場合は、当該部分を評価しない。 
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様式１ 

年  月  日  

 

 

参 加 表 明 書 
 

 

東秩父村長 足立 理助 様 

 

               (提出者)所 在 地            印 

                   商号又は名称  

                   代 表 者 名  

                   電 話 番 号 

 

 

次の業務に対する公募型プロポーザルについて、関係書類を添えて参加表明します。 

なお、東秩父村新庁舎建設設計・監理業務委託に関する公募型プロポーザル実施要領

を理解し、同要領に定められた参加資格及び条件等を満たしていること並びに提出書類

の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。 

 

 

業務名称：東秩父村新庁舎建設設計・監理業務委託 

 

 
【担当者】 

氏名  

所属・部署  

電話番号  

ＦＡＸ  

電子メール  
 

 

 

 

【宛先】 

 

 

 

〒３５５－０３９３ 

埼玉県秩父郡東秩父村大字御堂６３４番地 

東秩父村役場総務課 

電話番号：０４９３－８２－１２２１（直通） 

Ｆ Ａ Ｘ：０４９３－８２－１５６２ 

メ ー ル：soumu@vill.higashichichibu.lg.jp 
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様式２ 

 

設 計 事 務 所 の 概 要 

 

提出者の事務所について、次の項目について記入すること。 

①分野ごとの技術職員の数 

(一級建築士、構造設計一級建築士、設備設計一級建築士、その他の資格) 

注１) 各分野に該当しない場合は、上記以外の分野欄に記入すること。 

注２) その他の資格は、二級建築士、建築設備士、技術士、１級電気工事施工管理

技士、２級電気工事施工管理技士、１級管工事施工管理技士、２級管工事施

工管理技士とする。 

注３) 複数の資格を有する職員については、いずれか一つの資格の保有者として、 

最も専門の分野に記入すること。 

 

 

分野 

技術職員 

合計 
一級建築士 

構造設計 

一級建築士 

設備設計 

一級建築士 

その他の 

資格 

建築 

（意匠） 
人 人 人 人 人 

建築 

（構造） 
人 人 人 人 人 

建築 

（積算） 
人 人 人 人 人 

電気設備 人 人 人 人 人 

機械設備 人 人 人 人 人 

上記以外

の分野 
人 人 人 人 人 

合計 人（３資格合計） 人 人 
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様式３ 

業 務 実 績 
 

提出者の事務所について、Ａ庁舎・事務所、Ｂ耐震建築物の実績を記入すること。 

注１)区分欄は、同種又は類似のいずれかを記入すること。 

注２)受注形態欄は、単独又は設計共同体のいずれかを記入すること。 

 

Ａ 庁舎・事務所実績(５件まで) 

 

【実績１】 

業務名  

発注者  

区分  受注形態  

用途  構造  

規模  延べ面積  

施設完成年月  設計完了年月  

受賞歴  

特記事項  
 

【実績２】 

業務名  

発注者  

区分  受注形態  

用途  構造  

規模  延べ面積  

施設完成年月  設計完了年月  

受賞歴  

特記事項  

 

【実績３】 

業務名  

発注者  

区分  受注形態  

用途  構造  

規模  延べ面積  

施設完成年月  設計完了年月  

受賞歴  

特記事項  
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様式３  

【実績４】 

業務名  

発注者  

区分  受注形態  

用途  構造  

規模  延べ面積  

施設完成年月  設計完了年月  

受賞歴  

特記事項  

  

【実績５】 

業務名  

発注者  

区分  受注形態  

用途  構造  

規模  延べ面積  

施設完成年月  設計完了年月  

受賞歴  

特記事項  

 

 

 

Ｂ 耐震建築物実績(１件まで) 

 

業務名  

発注者  

区分  受注形態  

用途  構造  

規模  延べ面積  

施設完成年月  設計完了年月  

特記事項  
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様式４ 

 

各 技 術 者 の 経 歴 等 

 

管理技術者及び分野ごとの担当主任技術者について、氏名等及び業務実績を記入す 

ること。 

 

Ａ 管理技術者 

 

①氏名等 

氏名・年令  

資格・資格登録番号  

実務経験年数  従事件数・完了予定件数  
 

②業務実績(３件まで) 

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
１ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
２ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
３ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  
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様式４ 

Ｂ 建築(意匠)担当主任技術者 

 

①氏名等 

氏名・年令  

所属企業 

（協力事務所の場合） 
 

資格・資格登録番号  

ＣＡＳＢＥＥ 
建築評価員の登録番号 

 

実務経験年数  従事件数・完了予定件数   

②業務実績(庁舎３件) 

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
１ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
２ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
３ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  
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様式４ 

Ｃ 建築(構造)担当主任技術者 

 

①氏名等 

氏名・年令  

所属企業 

（協力事務所の場合） 

 

資格・資格登録番号  

ＣＡＳＢＥＥ 

建築評価員の登録番号 

 

実務経験年数  従事件数・完了予定件数   

②業務実績(３件まで) 

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
１ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
２ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
３ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  
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様式４ 

Ｄ 電気設備担当主任技術者 

 

①氏名等 

氏名・年令  

所属企業 

（協力事務所の場合） 

 

資格・資格登録番号  

ＣＡＳＢＥＥ 

建築評価員の登録番号 

 

実務経験年数  従事件数・完了予定件数   

②業務実績(３件まで) 

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
１ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
２ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
３ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  
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様式４ 

Ｅ 機械設備担当主任技術者 

 

①氏名等 

氏名・年令  

所属企業 

（協力事務所の場合） 

 

資格・資格登録番号  

ＣＡＳＢＥＥ 

建築評価員の登録番号 

 

実務経験年数  従事件数・完了予定件数   

②業務実績(３件まで) 

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
１ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
２ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
３ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  
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様式４ 

Ｆ 提出者が新たに追加する分担業務分野の主任技術者 

 

①氏名等 

氏名・年令  

所属企業 

（協力事務所の場合） 

 

資格・資格登録番号  

ＣＡＳＢＥＥ 

建築評価員の登録番号 

 

実務経験年数  従事件数・完了予定件数   

②業務実績(３件まで) 

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
１ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
２ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

庁 
舎 
・ 
事 
務 
所 
３ 

施設名称  

区分  構造  

規模  延べ面積  

業務完了年月  立場  

受賞歴  

分担業務分野を 

追加する理由 
 

分担業務分野をの 

具体的業務内容 
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様式５ 

 

協力事務所 
 

協力事務所がある場合は記入すること。 

 

【１】 

事務所名  

代表者名  

所在地  

分担業務分野  

令和５年度東秩父村競争入札参加資格者名簿の登録 有 ・ 無 

協力を受ける理由 
 

協力を受ける内容 
 

  

【２】 

事務所名  

代表者名  

所在地  

分担業務分野  

令和５年度東秩父村競争入札参加資格者名簿の登録 有 ・ 無 

協力を受ける理由 
 

協力を受ける内容 
 

 

【３】 

事務所名  

代表者名  

所在地  

分担業務分野  

令和５年度東秩父村競争入札参加資格者名簿の登録 有 ・ 無 

協力を受ける理由 
 

協力を受ける内容 
 

 

  



17 

 

様式６ 

 

年  月  日 

 

質問書 
 

東秩父村長 足立 理助 様 

(提出者) 

所 在 地  

商号又は名称 

代 表 者 名 

電 話 番 号 

 

 

東秩父村新庁舎建設設計・監理業務委託に関する公募型プロポーザル実施要領 

の参加表明書等に関することについて、次の質問をいたします。 

 

質問事項 項目 

１ 
  

２ 
  

３ 
  

４ 
  

５ 
  

 

 

【担当者】 

氏 名  

所属・部署  

電話番号  

ＦＡＸ  

電子メール  

(電子メールの容量は、２ＭＢ以内としてください。) 
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様式７ 

 

年  月  日 

 

技術提案書 
 

東秩父村長 足立 理助 様 

(提出者)所 在 地             印 

商号又は名称

代 表 者 名

電 話 番 号 

 

 

年  月  日付け   第   号で通知のありました下記業務に対する 

技術提案書について、別添のとおり提出します。 

 

 

記 

 

 

１ 業務名  東秩父村新庁舎建設設計・監理業務委託 

【担当者】 

氏 名  

所属・部署  

電話番号  

ＦＡＸ  

電子メール  

提出書類 返却希望 ・ 希望なし 
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様式８ 

設 計 工 程 計 画 

業務項目 

年度 年度 

7月 8月 9月 
10 

月 

11 

月 

12 

月 
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

10 

月 

11 

月 

12 

月 
1月 2月 3月 

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

                      

(※)本様式は、Ａ３サイズ横長片面１枚で印刷すること。なお、業務項目や契約期間等により、適宜作り変えることができる。 
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様式９ 

 

年  月  日 

 

質 問 書 

東秩父村長 足立 理助  

  (提出者)所 在 地 

商号又は名称 

代 表 者 名 

電 話 番 号 

 

 

東秩父村新庁舎建設工事基本設計・実施設計業務委託に関する公募型プロポーザル実 

施要領の技術提案書等に関することについて、次の質問をいたします。 

 

質問事項 項目 

１ 
  

２ 
  

３ 
  

４ 
  

５ 
  

 

 

【担当者】 

氏 名  

所属・部署  

電話番号  

ＦＡＸ  

電子メール  

(電子メールの容量は、２ＭＢ以内としてください。) 


